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西村証券 企業調査情報                2026/03/05 

［金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第26号：加入協会…日本証券業協会］ 

日本電気硝子（コード 5214） 
◆通期業績推移(連結) （26.12 予は会社側発表値） 

決算期 売上高 営業利益 1株純利益 1株配 営業CF 投資CF 財務CF 現金及び現金同等物 

16.12 239,411 19,571 50.0 80.0 48,261 ▲36,138 ▲17,624 126,167 

17.12 282,447 32,201 273.3 90.0 46,159 ▲68,644 9,797 113,835 

18.12 300,326 24,865 154.3 100.0 52,002 ▲19,551 ▲28,503 116,248 

19.12 257,511 16,258 ▲348.5 100.0 21,637 ▲14,316 ▲21,976 100,977 

20.12 242,886 17,660 157.8 100.0 47,861 ▲19,759 ▲7,739 121,215 

21.12 292,033 32,779 291.0 110.0 69,881 ▲31,754 ▲29,178 134,723 

22.12 324,634 26,184 302.8 120.0 31,563 ▲57,155 ▲5,874 106,862 

23.12 279,974 ▲10,420 ▲282.9 120.0 ▲1,360 ▲20,777 ▲11,572 75,083 

24.12 299,237 6,120 141.7 130.0 52,200 42,601 ▲48,832 123,582 

25.12 311,402 34,131 382.3 予150.0 52,029 ▲10,397 ▲45,273 120,313 

26.12予 320,000 33,000 305.7 160.0 － － － － 

（CF＝ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ。現金及び現金同等物は各期末値。▲はマイナス。単位は百万円、円） 

26/12期は増収減益見通し、今後の成長に向けて新製品「D2ファイバ」量産へ 

25 年 12 月期は、売上高が前年に比べて 4％

増、営業利益は 458％増と大幅な増益になった。

ディスプレイ事業において堅調な需要が続い

たことや、電子デバイス事業が好調に推移し、

増収となった。利益面では、売上高の拡大に加

え、ディスプレイ事業における生産性改善や販

売価格引き上げ、複合材事業での収益改善への

取り組みなどが効果を上げ、売上高営業増益率

も 11.0％（前年は 2.0％）に大きく向上した。 

当期のキャッシュ・フロー（以下、CF）にお

いて、現金及び現金同等物の期末残高は 1,203

億円（前年度末比 3％減）となった。営業活動

CF は税金等調整前当期純利益 419 億円（前年

比 76％増）棚卸資産の減少額 60 億円（67％減）

などから 520 億円の収入（0.3％減）となった。

投資活動 CF は固定資産の取得及び売却による

差引支出額 162 億円（前年は 319 億円の収入）

などから 104 億円の支出（同 426 億円の収入）

に。財務活動 CF は長短借入金の借入れ及び返

済による差引支出額 137 億円（60％増）、自己

株式の取得による支出 200 億円（29％減）、配

当金の支払額 106 億円（3％減）などから 453

億円の支出（7％減）となった。 

25年 12月期は増収、大幅増益に 

 

CF で現金及び現金同等物の期末残高は微減 
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西村証券 企業調査速報 

本レポートは、会社側が発表した決算短信や決算説明資料などに基づき作成しており、証券投資の

参考となる情報の提供を目的としたもので、証券の売買を勧誘する目的で作成したものではありま

せん。株式の売買取引には、約定代金に対して手数料が必要となります。また、株式は、株価の変

動により損失が生じる恐れがあります。投資に関する最終決定は、投資家ご自身の判断でなさいま

すようお願い致します。本レポートは各種データに基づいて作成していますが、その正確性・完全

性を全面的に保証するものではありませんので、予めご了承下さい。なお、本レポートの著作権は

西村証券に帰属しており、電子的・機械的などの方法を問わず、無断で本レポートを引用または複

製、転送することを禁じます。 

 

25 年 12 月期の売上高で、複合材事業の販売低

迷や事業構造改革に伴う英国子会社の事業活動

停止などにより、「機能材料」が 1,376 億円（3％

減）に。一方、ディスプレイ事業の堅調な需要や

販売価格引き上げ、電子デバイス事業の半導体向

け及びデータセンター向けの好調などから、「電

子・情報」が 1,737 億円（10％増）に伸長。地域

別では主力のアジア向けが拡大を続けている。 

四半期（3 カ月）ごとでみても、凹凸はあるも

のの「電子・情報」の売上高は 23 年 12 月期を

底に右肩上がりで推移。営業利益も 23 年 12 月

期の赤字から 24 年 12 月期の黒字化を経て、当

期は 21年 12月期並みの水準に急回復している。 

同社では 28 年 12 月期の目標として売上高

4,000 億円、営業利益 500 億円を標榜。既存分

野で売上高 3,500 億円程度（今期予想比 9％

増）を目指す中、今後の電子デバイス事業の伸

長を支えていく製品としてあげられるのが、低

誘電ガラスファイバ「D2 ファイバ」だ。「第 2

世代」と呼ばれる同分野の中で、低誘電特性や

発熱抑制及び省エネの点で最も性能がすぐれ

（同社調べ）、AI サーバー用マザーボードや半

導体パッケージ基板などを用途としてガラス

クロス加工メーカーに向け、今期第 4 四半期よ

り量産を始める予定。AI サーバー向けなどに

広がるグローバルな需要に対応していく方針。 

「電子・情報」が順調に拡大、営業利益率も急回復 

今期増収見通しも先行投資増などにより減益の見込み 
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へ 

26 年 12 月期は、ディスプレイ事業の堅調な

需要、データセンター向けなど電子デバイス事

業の好調が見込まれ、売上高は前年比 3％増へ。

利益面では、ディスプレイ事業における全電気

溶融炉への切り替えなど先行投資増により、営

業利益は 3％減の見通し。 
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